
介護保険事業の状況

（１）総括事項

（２）利用状況

①第1号被保険者数

単位：人

資料：Ｒ6年3月末介護保険事業状況報告

高齢化率は、各年度3月末現在

②要介護（要支援）認定者数

単位：人

資料：Ｒ6年3月末介護保険事業状況報告（要支援、要介護者数）

会計名 介護保険特別会計

概 況

区分
前期高齢者
65歳以上
75歳未満

後期高齢者
75歳以上

（再掲）
外国人

（再掲）
住所地特例

（56.7％）

令和４年度 15,040 18,223 148 88

計 高齢化率

令和５年度
（割合）

14,446 18,944
164 99 33,390 29.5%

（43.3％）

33,263 29.1%

増減 ▲ 594 721 16 11 127 0.4%

計
（事業対象者除く）

令
和
５
年
度

第1号 被保険者 59 771 1,047 1,285 1,223 961 824

区分
総合事業
対象者

要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

548 6,659

65～75歳未満 9 582

75歳以上 50 702 954 1,178 1,095 895 762 491 6,077

14 27 11 15 21

69 93 107 128 66 62 57

125

計
59 780 1,075 1,299 1,250 972 839 569 6,784

－ 11.5% 15.8% 19.2% 18.4% 14.3% 12.4% 8.4% 100%

第2号被保険者 － 9 28

令和４年度
68 779 1,023 1,303 1,243 942 752 577 6,619

－ 11.8% 15.5% 19.6% 18.8% 14.2% 11.4% 8.7% 100%

　本市の第1号被保険者の要介護認定率は、１9.9％（Ｒ6.3月末現在）となっています。また、
要介護1・2の認定者の割合が多い状況です。

　県内の高齢化の状況をみると、本市は19保険者中７番目に高い高齢化率です。また、75歳以
上の後期高齢者の割合も５割を超えています。
（Ｒ6.4.1現在、滋賀県医療福祉推進課資料「滋賀県の高齢化の状況」より）

　第８期介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）に基づき、病気などにより要介護状態等
になった被保険者が、できる限り自立して尊厳のある生活を送るために、利用者の選択のもと必
要なサービスを総合的かつ一体的に受けられるよう、必要な保険給付を行いました。
   また、第1号被保険者保険料については、負担能力に応じた段階設定と低所得者への保険料の
軽減を図りつつ、長浜市債権管理計画に基づき収納率の向上に努めました。さらに、介護給付の
適正化、サービスの質の確保・向上を図るため事業者への指導等に取り組みました。
　さらに、高齢者が身近な住み慣れた地域で役割、生きがい、安心を得て、いきいきと自立した
日常生活を送ることができるよう、高齢者の社会参加、役割が持てる活動の支援、介護予防に取
り組むとともに、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を図るため、
地域包括支援センターを中核機関として地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの推進に取り
組みました。
　令和５年度においては、高齢者実態調査等の各種調査の結果および高齢者保健福祉審議会の議
論等を経て、第９期ゴールドプラン（令和６年度～８年度高齢者保健福祉計画・介護保険事業計
画）の策定を行いました。

資料②
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③介護保険サービス種類別給付費

（介護予防サービス含む） 単位：円

-

単位：円

19,592

区分 種　　類
令和５年度 令和４年度

利用件数 給付費 割合 利用件数 給付費

325,719,986居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 13,266 974,537,621 8.9% 12,872 943,676,857

訪問入浴介護 1,252 76,996,993 0.7% 1,456 88,009,260

訪問看護 10,596 390,616,154 3.6% 10,319 391,000,796

通所介護 19,627 1,590,711,989 14.6%

短期入所生活介護 5,395 417,463,745 3.8% 5,318 396,201,766

1,587,003,304

訪問リハビリテーション 466 14,858,846 0.1% 517 16,049,403

福祉用具貸与 36,018 449,401,371 4.1% 34,722 434,509,111

通所リハビリテーション 5,485 330,571,947 3.0% 5,356

居宅療養管理指導 10,685 71,168,589 0.7% 9,669 59,077,765

短期入所療養介護 1,275 145,824,572 1.3% 1,127 126,070,573

居宅介護（支援）計画 46,977 616,014,799 5.7% 46,043 610,105,990

特定施設入所者生活介護 579 118,390,070 1.1% 602 116,895,050

福祉用具購入費 692 21,503,981 0.2% 703 21,291,985

小　計 152,782 5,255,943,904 48.1% 148,824 5,154,404,748

住宅改修費 469 37,883,227 0.3% 528 38,792,902

小　計

4,006,055

認知症対応型共同生活介護 2,176 567,622,704 5.2% 2,114 541,635,532

131,771,518

10,597

73,062,341

2,240,889

1.9% 696 200,913,689

地域密着型通所介護 4,663 273,765,389 2.5% 4,875 279,439,338

小規模多機能型居宅介護 1,154 200,292,971

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 30 4,171,879 0.0% 24

地域密着型特定施設入所者生活介護 12 2,508,556 0.0%

認知症対応型通所介護 1,287 134,878,903 1.2% 1,227

12

看護小規模多機能型居宅介護 552 118,208,418 1.1% 369

地域密着型介護老人福祉施設 703 204,861,397

1.8% 224,754,3861,280

1,332,704,400 12.2% 4,500

1,457,823,748

253,756,874

小　計 12,936 3,646,395,369 33.4% 12,818 3,597,757,054

介護療養型医療施設 0 0 0.0%

1.1% 289 109,305,268

2,177,237,848

介護老人保健施設（老健） 4,609

10,577 1,506,310,217 13.7%

234,812,008

高額医療合算介護サービス費 1,282 35,165,000 0.3% 968 28,721,909

1,311,213,938

介護老人福祉施設（特養） 7,998 2,192,190,217 20.1% 8,029

特定入所者介護サービス費※　　　　 9,410 244,819,266 2.2% 9,521

施
設
サ
ー

ビ
ス

0 0

介護医療院 329 121,500,752

合　計 － 10,943,270,788 100% － 10,738,606,510

20,129 263,533,917

審査支払手数料 173,292 11,610,564 0.1% 169,107 11,330,169

高
額
介
護

高額介護サービス費 19,430 243,026,468 2.2% 19,161

小　計 20,712 278,191,468 2.5%

区分 種　　類
令和５年度 令和４年度

利用件数 事業費 割合 利用件数 事業費

47,619,698

通所型サービス 7,108 208,788,140 74.7% 6,663 195,973,509介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

訪問型サービス 2,463 49,174,705 17.6% 2,351

高額相当・審査支払手数料等 13,637 1,492,660 0.5%

介護予防ケアマネジメント事業費 4,014 20,094,538 7.2% 4,014 18,750,615

13,125 1,332,435

小　計 23,208 259,455,505 92.8% 22,139 244,925,642

合　計 － 279,550,043 100% － 263,676,257

　サービス別の給付費の状況は、居宅サービスが全体の48.1%、地域密着型サービスが
13.7%、施設サービスが33.4%となっています。

※特定入所者介護サービス費とは、介護保険４施設での居住費・食費について所得の低い人の負担

軽減するために、限度額を設け、その超えた分を給付するものです。
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④介護給付費と被保険者等１人当たりの給付費の推移

⑤第1号被保険者介護保険料

○現年度分保険料の状況 単位：円

令和5年度介護保険料月額基準額は、6,570円です。
特別徴収（年金からの天引き）は、全体の93.7％となっています。
介護保険料現年度分の収納率は、99.8％です。
所得段階別では、第5段階（基準額）の構成割合（19.3％）と多くなっています。

令和５年度の介護給付費は、約109億4千万円となり、第1号被保険者1人当たりの給付費
は、前年度比1.9％増の約32万8千円、要介護認定者1人当たりの給付費は、前年度比0.3％増
の約161万8千円となりました。

期 間 第6期 第7期 第8期

４年度 ５年度

介護給付費 9,956,214,901 10,210,558,886 10,344,904,205 10,686,953,742 10,822,065,720 10,738,606,510 10,943,270,788

年 度 2９年度 30年度 元年度 2年度 3年度

33,294 33,290

被保険者
１人当たり
の給付費

305,828 311,583 314,330 322,421 324,987 322,539 328,725

第１号
被保険者数

32,555 32,770 32,911 33,146 33,300

99.2% 101.9%

要介護 認定者数 6,132 6,221 6,448 6,525 6,621 6,657 6,761

前年度比 103.1% 101.9% 100.9% 102.6% 100.8%

資料：第1号被保険者数  要介護認定者数　10月末介護保険事業状況報告

年度 区分 特別徴収 普通徴収 計

1,613,130 1,618,588

前年度比 103.4% 101.1% 97.7% 102.1% 99.8% 98.7% 100.3%

要介護認定者
１人当たり
の給付費

1,623,649 1,641,305 1,604,359 1,637,847 1,634,506

令
和
４
年
度

調定額 2,430,871,330 145,833,880 2,576,705,210

収入済額 2,430,871,330

令
和
５
年
度

調定額 2,418,846,740 160,767,310 2,579,614,050

収入済額 2,418,846,740 155,219,808 2,574,066,548

収納率

138,133,494 2,569,004,824

収納率 100% 94.7% 99.7%

100% 96.5% 99.8%

305 311 314 322 324 322 328 

200

250

300

350

400

被保険者1人当たりの給付費
（千円）

99 102 103 
106 108 107 109 

40

60

80

100

120

給付費
（億円）

単位：円、人
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○所得段階別の構成割合

※被保険者数の基準日は令和6年3月31日現在

⑥地域支援事業の利用状況

○地域支援事業の執行状況（人件費除く） 単位：円

構成比

81.3%

6.3%

0.8%

88.4%

4.9%

4.9%

2.0%

2.9%

令和５年度

259,469,382

20,094,538

2,649,102

282,213,022

15,470,572

15,470,572

6,240,220

9,385,845

3,734 11.2%

第2段階
（2,956円）

0.45
世帯全員が市民税非課税で、合計所得
金額＋課税年金収入が８０万円を超え
１２０万円以下の方

2,990 9.0%

令
和
5
年
度

所得段階
（月額保険料）

負担割合
（基準額に対する割合）

区分 被保険者数 構成割合

第1段階
（1,774円）

0.27

生活保護受給者及び世帯全員が市民税
非課税で老齢福祉年金受給者又は合計
所得金額＋課税年金収入が８０万円以
下の方

第3段階
（4,599円）

0.7
世帯全員が市民税非課税で、合計所得
金額＋課税年金収入が１２０万円を超
える方

2,511 7.5%

第4段階
（5,913円）

0.9
世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税で合計所得金
額＋課税年金収入が８０万円以下の方

2,749 8.2%

第５段階
（6,570円）

基準額
（1.0）

世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税で合計所得金
額＋課税年金収入が８０万円超えの方

6,436 19.3%

第６段階
（7,555円）

1.15
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が80万円未満の方 2,705 8.1%

第７段階
（7,884円）

1.2
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が80円以上120万円未満の方 3,282 9.8%

第８段階
（8,541円）

1.3
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が120万円以上210万円未満の方 5,352 16.0%

第９段階
（9,855円）

1.5
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が210万円以上32０万円未満の方 1,966 5.9%

第10段階
（11,169円）

1.7
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が320万円以上400万円未満の方 679 2.0%

第13段階
（14,454円）

2.2
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が1,000万円以上の方 240 0.7%

合　計 33,390 100%

第11段階
（12,483円）

1.9
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が400万円以上700万円未満の方 592 1.8%

第12段階
（13,797円）

2.1
本人が市民税課税で、前年の合計所得
金額が700万円以上1,000万円未満の
方

154 0.5%

区分

介護予防・日常
生活支援総合事
業

種類

介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防ケアマネジメント事業費

一般介護予防事業費

小　計

包括的支援等事
業・任意事業

地域ケア事業費

小　計

包括的支援等事
業(社会保障充
実分）

在宅医療・介護連携推進事業費

認知症総合支援事業費

地域ケア会議推進事業費

小　計

合　計

1.8%

6.7%

100%

5,669,984

21,296,049

318,979,643
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○主な事業別の実績

⑦保健福祉事業の利用状況

○保健福祉事業の執行状況及び実績 単位：円

⑧介護認定審査会運営状況

・審査会開催回数 ：186回
・審査件数  ：5,423件

○要支援・要介護認定結果の状況 単位：件

認知症個人賠償保険 加入者254人 338,580

合　計 19,802,523

在宅高齢者衛生材料費助成事業 445人に交付 14,071,943

保健福祉事業

事業名等 単位 実績

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事

業

一
般
介
護
予
防
事
業

普及啓発
介護予防出前講座 実施回数 20

地域介護予防
活動支援事業

きゃんせ大会
(転倒予防自主グループ研修会）

実施会場 5

参加者数 65

サロン事業所出前講座 実施回数 109

参加者数 401

運動機能向上トレーニング教室自主
グループ支援

延べ活動人数 650

介護予防・日常生活
支援サービス事業

介護予防ケアマネジメント 延べ件数 4,212

地域リハビ
リテーショ
ン活動支援
事業

転倒予防自主グループ活
動支援

体力測定
支援グループ 15

参加者数 166

体操指導
支援グループ 31

認知症総合支援事
業

認知症初期集中支援事業 新規訪問支援者数 9

圏域認知症講座 実施数 5

包
括
的
支
援
事
業

在宅医療・介護連
携推進事業

出前講座
実施回数 18

延べ受講人数 312

多職種連携研修会 開催回数 5

地域ケア会議推進
事業

地域ケア会議
個別ケア会議回数 61

自立支援会議回数 22

区分 種類 実績 令和５年度

任
意
事
業

600

メール配信協力者 6,014

認知症キャラバンメイト数
登録人数 89

グループ数 13

認知症高齢者等家族支援サービス GPS機器貸与件数 12

訪問介護サービス確保対策事業 21法人に交付 5,392,000

認知症サポーター養成講座

開催回数 81

養成サポーター数 2,328

養成サポーター数(延べ人数) 40,972

地域ケア事業

成年後見制度利用支援事業
申立手続件数 5

助成件数 12

認知症高齢者等SOSほんわかネット
ワーク事業

事前登録者

見守り配食支援事業 延べ食数 19,345

緊急通報システム事業 機器貸与件数(年度末) 46

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護1 要介護2 要介護３ 要介護4 要介護５ 合計

5,423

0.2% 10.5% 15.0% 18.5% 18.0% 14.0% 13.8% 10.0% 100.0%

13 568 814 1,001 978 761 746 542

　「長浜市介護認定審査会」において、5人の委員からなる合議体を16組編成し、年間186回の審
査判定会議を開催、5,423件の要介護（要支援）度の判定を行いました。
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（３）収支の状況

①令和５年度介護保険特別会計の決算状況

１．歳入

単位：円

介護保険料
第１号被保険者の保険料（６５歳以上）
手数料含む

2,582,908,423 20.7%

支払基金交付金
第２号被保険者の保険料（４０歳から６
４歳まで）

3,035,196,864 24.4%

歳入内訳 内容 令和５年度決算額 構成比（％）

繰入金

一般会計繰入金（介護給付費、地域支援
事業費、低所得者保険料軽減分、事務
費、職員給与費の市負担分）、基金繰入
金

1,811,080,673 14.6%

繰越金 前年度繰越金 427,035,886 3.4%

国庫支出金
介護給付費負担金、調整交付金、地域支
援事業費交付金、保険者機能強化推進交
付金、介護保険保険者努力支援交付金

2,844,352,338 22.9%

県支出金 介護給付費負担金、地域支援事業交付金 1,710,678,085 13.8%

その他 27,488,489 0.2%

財産収入 基金の運用利子 4,161,560 0.0%

諸収入 雑入等 23,326,929 0.2%

合　計 12,438,740,758 100%

　歳入総額は12,438,740,758円で、歳出総額は12,071,204,477円となり、差引収支は
367,536,281円となりました。差引収支（繰越金）は、翌年度に執行する返還金等の財源への
繰入金、介護保険財政調整基金への積立金とします。

介護保険料

20.7%

支払基金交付金

24.4%

国庫支出金

22.9%

県支出金

13.8%

繰入金

14.6%

繰越金

3.4%

その他 0.2%
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２．歳出

単位：円

歳出内訳 内　容 令和５年度決算額 構成比（％）

総務費 292,403,037 2.4%

介護認定審査会費 要介護認定の審査経費 89,909,628 0.8%

計画策定費
高齢者保健福祉審議会運営経費、高齢者
実態調査等経費

15,382,944 0.1%

総務管理費 人件費、事務経費 182,509,578 1.5%

徴収費 保険料の賦課徴収経費 4,600,887 0.0%

保険給付費 10,943,270,788 90.7%

介護サービス等諸費 要介護者のサービス利用に係る負担分 10,165,646,764 84.3%

介護予防サービス
等諸費

35,165,000 0.3%

要支援者のサービス利用に係る負担分 243,002,726 2.0%

その他諸費
国保連に対する介護報酬支払業務の審査
支払手数料

11,610,564 0.1%

介護予防・日常生
活支援総合事業費

要支援者等に対する多様なサービスと介
護予防の推進

282,213,022 2.3%

包括的支援等事業
費

在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合支
援事業、成年後見制度利用支援事業等

36,766,621 0.3%

諸支出金
財政調整基金積立金、保険料の過年度還
付金、国県返還金、一般会計繰出金等

12,071,204,477 100%

保健福祉事業費
中山間地のサービス提供を維持するため
の事業者補助、衛生材料支給事業、認知
症あんしん保険事業

19,802,523 0.2%

496,748,486 4.1%

地域支援事業費 318,979,643 2.6%

特定入所者介護
サービス等費

低所得者のサービス利用に対する補助 244,819,266 2.0%

高額介護サービス
等諸費

サービス利用料が高額となった場合の補
助

243,026,468 2.0%

高額医療合算介護
サービス等費

医療費とサービス利用料を合算した額が
高額となった場合の補助

合　計

総務費 2.4%

保険給付費

90.7%

地域支援事業費 2.6%

保健福祉事業費 0.2%
諸支出金 4.1%
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②基金の保有状況

○介護保険財政調整基金 単位：円

③未収金の状況

単位：円

区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
うち還付未済額

　 取崩  　  13,230,000

内
訳

1,425,733,3531,242,500,353
　 積立　  192,301,440

利子　　　4,161,560

合　計 175,389,606 162,092,313 178,320 2,149,528 11,326,085

過年度分普通徴収保険料 1,902,860 1,901,950 0 0 910

滞納繰越分普通徴収保険料 14,622,296 6,872,505 0 2,149,528 5,600,263

現年度分普通徴収保険料 158,864,450 153,317,858 178,320 0 5,724,912

令和５年度末現在高令和４年度末現在高

183,233,000

令和５年度中増減高
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